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公募型プロポーザル方式に係る手続き開始のお知らせ 

 

次のとおり、提案書の提出を求めます。なお、本業務に係る契約の締結は、当該業務に係

る令和９年度予算が成立し、予算の配当がなされることを条件とするものです。 

 

 令和８年７月２３日 

世田谷区 

１ 件名 

世田谷区発達障害相談・療育センター等運営事業委託 

 

２ 事業概要 

（１）業務内容 

本業務は、世田谷区発達障害相談・療育センター及び子育てステーション梅丘発達相

談室、同桜新町発達相談室、同成城発達相談室、同烏山発達相談室（以下、「発達障害

相談・療育センター等」という。）の運営を行うものである。 

運営にあたっては、世田谷区発達障害相談・療育センター条例（平成20年12月9日 条

例第71号）及び世田谷区発達相談室事業実施要綱（平成21年4月1日 21世要児第48

号）の主旨を理解するとともに、世田谷区発達障害支援基本方針（令和3年3月策定）

の考え方に基づき、多様な機関と必要な連携を図ることとする。 

  ①世田谷区発達障害相談・療育センター「げんき」 

   ア 相談事業 

   イ 療育事業 

   ウ 保護者・家族支援事業 

   エ 当事者向け事業 

   オ 関係機関支援 

   カ 障害理解促進事業・情報発信 

   キ 指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所の運営 

ク 施設管理業務 

  ②子育てステーション発達相談室（梅丘、桜新町、成城、烏山） 

   ア 相談事業 

   イ 療育事業（桜新町発達相談室、烏山発達相談室） 

（２）履行場所 

①世田谷区発達障害相談・療育センター「げんき」 

世田谷区大蔵２－１０－１８ 

②子育てステーション桜新町発達相談室 

世田谷区桜新町２－８－１ 

③子育てステーション烏山発達相談室 

   世田谷区南烏山５－１７－５ 

④子育てステーション成城発達相談室 
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   世田谷区成城６－５－３４ 成城コルティ３階 

  ⑤子育てステーション梅丘発達相談室 

   世田谷区松原６－４１－７ 

（３）履行期間 

  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

※履行状況が良好と認められる場合は、予算の配当を条件とし、令和１０年度以降も新

たな契約を結ぶこととする。なお、契約は単年度ごとに行う。 

※上記期間のほか、補正予算の成立を条件とし、令和９年１月から令和９年３月まで、前

受託者との業務引継ぎ及び事業開始準備を行うための準備業務の契約を予定している。 

 

３ 事業実施経費の種類 

（１）障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス）に係る委託料（単価払い） 

発達障害相談･療育センター及び子育てステーション桜新町発達相談室、子育てステ

ーション烏山発達相談室の療育事業相当分。 

（２）発達障害相談・療育センター及び子育てステーション発達相談室の専門性の確保及 

び相談・地域支援事業に係る委託料（総価払い） 

区の中核的拠点施設としての専門性を確保するための専門職の配置及び相談・地域支

援業務等の法外事業相当分。 

（３）開設準備契約（令和９年１月から令和９年３月までを目途とし、協議により決定）（総

価払い） 

受託者が現在の運営事業者から変更となった場合、引継ぎを目的とした開設までの打

合せへの参加や関係機関との調整、開設に必要な初度調弁備品の購入を行う。 

※令和８年度補正予算の成立を条件に契約締結することとする。 

 

４ 参加資格 

  公告日現在、次に掲げる要件を全て満たす法人であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第 1項に該当しないもので

あること、及び同条第 2項による措置を受けていない者であること。 

（２）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（３）世田谷区契約における暴力団等排除措置要綱（平成 24年 2月 28日 23世経理第 709

号）に定める入札参加除外措置要件に該当しないこと。 

（４）民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされ

ていないものであること。 

（５）法人税、法人事業税及び地方法人特別税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

（６）労働関係法令に違反していないこと。 

（７）令和 8年 4月現在、発達障害に関する相談及び児童発達支援事業又は放課後等デイサ

ービス事業を 1年以上運営している実績がある社会福祉法人、公益財団法人、特定非営

利活動法人であること。 

（８）「世田谷区発達障害相談・療育センター等運営事業者選定委員会」の委員が主宰、役員、
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顧問及び所属をしている事業者ではないこと。 

  ※委員：日本自閉症協会会長 市川 宏伸 

東京都自閉症協会副理事長 尾崎 ミオ 

障害福祉部長 杉中 寛之 

 

５ 提案書の提出者を選定するための基準 

  本件では提案書提出者の選定は行わず、資格の確認のみを行う。 

 

６ 提案書の選定方法 

  事業者は、選定委員会による審査結果を基に選定する。審査は、第１次審査と第２次審

査の２回に分けて実施する。 

（１）第１次審査 

提出された提案書による「書類審査」と財務諸表等による「財務審査」を評価基準に

基づき実施し、合計点により上位３者を選定する。 

（２）第２次審査 

   第１次審査の上位３者に対し、プレゼンテーションによる「面接審査」を実施する。

第１次審査との合計点により、運営事業者を選定する。 

 

７ 提案書を特定するための評価基準 

（１）事業実施体制 

①危機管理 

②個人情報保護、情報セキュリティ 

③権利擁護 

④苦情処理 

（２）提案書の内容 

①発達障害支援に対する基本的考え方 

②施設の運営理念、目的 

③組織運営体制、人員配置 

④人材育成 

⑤発達障害への支援実績 

⑥事業内容 

⑦関係機関・施設との連携に対する考え方 

 

８ 手続き方法等 

（１）実施要領兼説明書の交付期間及び方法 

①交付期間 

令和８年７月２３日（木）から８月６日（木）午後４時まで 

  ②交付方法 

世田谷区ホームページよりダウンロード 
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URL: https://www.city.setagaya.lg.jp/03655/34310.html 

（２）参加表明書の提出期限、提出先及び方法 

  ①提出期限 

令和８年８月６日（木）午後４時必着 

  ②提出先及び方法 

   持参または郵送により、「１０ 本件に関する問い合わせ先」に記載の担当者あてに提

出すること。（締切日必着。郵送は簡易書留等の記録の残る方法に限る。） 

（３）提案書の提出期限、提出先及び方法 

  ①提出期限 

令和８年９月４日（金）午後４時必着 

※「過去３年分の予算書及び決算書」については、令和８年８月２１日（金）必着まで

に持参により提出すること。 

  ②提出先及び方法 

事前に連絡をした上で、「１０ 本件に関する問い合わせ先」に記載の障害保健福祉課

窓口に持参にて提出すること。 

 

９ その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金は、免除とする。 

（３）契約書の作成を要する。 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方（受託者）

との随意契約により締結する予定 

   有（開設準備業務の契約 ※上記２（３）及び３（３）を参照） 

（５）関連情報を入手するための照会窓口 

   下記１０と同じ 

（６）区が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めることがある。 

（７）区が提出する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じる。 

（８）提出された書類は、理由の如何に関わらず返却しない。 

（９）応募に必要な費用、資料提出にかかる費用については、全て応募者の負担とする。 

（10）詳細は、実施要領兼説明書による。 

（11）特別な理由により審査の経過を秘匿する場合を除き、プロポーザル方式の透明性・公

正性を確保する観点から、当該案件に参加表明した者及び提案書を提出した者の商号・

名称ならびに提案書を指定した理由（審査経過等）を区が公表できることについて、了

承の上で参加すること。 

（12）提出された書類の記載事項に虚偽があることが判明した場合、その提出者は失格とす

る。 

（13）区との契約では単年度で予定価格２，０００万円以上の業務委託契約は、世田谷区 

公契約条例の定める労働報酬下限額の対象となる。詳細は別紙を確認すること。 
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１０ 本件に関する問い合わせ先 

世田谷区 障害福祉部 障害保健福祉課 障害保健福祉担当 

（世田谷区役所第２庁舎３階３３番窓口） 

担当者：髙見、巳浪 

郵便番号：１５４－８５０４ 所在地：世田谷区世田谷４丁目２１番２７号 

電話：０３－５４３２－２２２７ 


